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第3章 分野別の現状と課題：地域保健・医療 

健康でいきいきとした生活を送ることは、すべての世代の誰もが望む願いです。本市の健康寿命は、男女とも延びてきている₁ものの、高齢者の増加は顕著₂であり、2040 年頃には団塊

ジュニア世代が高齢期に入り、さらに高齢化率が上昇することが予想₃され、社会保障の経費の増大が懸念されます。100 歳以上の人口も年々増加₄し、「人生 100 年時代」ともいわれ

るなか、市民一人ひとりが自分の健康に関心を持ち、発症予防や早期発見・早期治療、重症化予防などに努めながら、主体的に健康づくりに取り組むこと、その取組を社会全体へ広め

ていくことにより、健康寿命を延ばしていくことが重要です。 

本市の国民健康保険被保険者の一人当たり医療費は年々増加し、全国平均や県平均より高い値で推移₅しており、生活習慣病関連疾患が多くを占めています₆。生活習慣病は予

防が可能であり、その発症及び重症化予防に取り組むことが必要です。特に高齢化に伴い糖尿病患者が増加₇すると考えられ、糖尿病が骨粗鬆症や認知症に関連があること、要介護

（支援）認定者の新規認定に至った原因疾患が、認知症、骨折、筋骨格系疾患、脳血管疾患が多い₈ことからも、糖尿病の発症及び重症化予防が最優先の課題と考えられます。ま

た、日本人の死因の第 1 位であるがんの罹患率は、本市でも年々上昇₉しています。特に若い世代のがん罹患は、肉体的、精神的、社会的、経済的、すべてを含めた生活の質の低下

にもつながると考えられます。 

本市では、地域の公民館等を拠点に健康づくりを進める「ヘルス・ステーション」の設置や「歩いてん道」を活用した地域ウォーキングなどの開催、大学と連携した市民の健康づくりの推

進、健康づくり等関連サポーターの育成、「健康チャレンジ 10 か条」の普及啓発など、市民が生涯にわたって生きがいを持ち、健やかな生活を送るための支援に取り組んでおり、今後も、地

域やさまざまな主体と連携し、市民一人ひとりの健康づくりを支えることが必要です。また、かかりつけ医・歯科医を持つことにより、市民が安心して健康管理などを相談でき、病気の早期発

見・早期治療など適切な対応につなげることができます。 

感染予防、症状の軽減及びまん延防止のための予防接種₁₀の効果や公衆衛生の向上により、全国的に感染症の罹患者数は減少₁₁していますが、結核や麻しん、風しん等について

は、海外からの渡航者や予防接種未接種者等を中心に集団感染が起こっています。さらに新型コロナウイルス感染症など新たな感染症の発生に対応して、迅速で適切な情報提供や対

応が求められています。 

 

１．健康寿命は、男女とも延びてきている 

関連データ H23 H24 H25 H26 H27 傾向・見通し 

男性 

健康寿命 78.11 78.48 78.96 79.84 80.19 

男性、女性ともに平均寿命・健康寿命は延びている。 

平均寿命 79.31 79.58 80.08 81.09 81.51 

その差 1.35 1.20 1.10 1.25 1.32 

女性 

健康寿命 83.09 83.01 84.18 84.44 84.41 

平均寿命 85.91 85.86 87.16 87.38 87.47 

その差 2.82 2.85 2.98 2.94 3.06 

（古賀市健康増進計画（第二次）・食育推進計画 / 単位：歳） 
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２．高齢者の増加は顕著 

関連データ H28 H29 H30 R1 R2 R3(推計) 傾向・見通し 

前期高齢者人口（65-74 歳） 8,013 8,206 8,357 8,482 8,557 8,339 前期高齢者は今後減少、後期高齢者は引き続

き増加し続けることが予想される。 後期高齢者人口（75 歳以上） 5,818 6,128 6,431 6,745 7,063 7,998 

高齢化率（古賀市） 24.3 25.0 25.2 25.7 26.9 27.4 高齢化率は全国平均及び福岡県平均より低い

値となっているが、年々上昇しており、今後も上昇

することが予想される。 

高齢化率（全国） 27.3 27.7 28.1 28.4 28.9  

高齢化率（福岡県） 26.2 26.4 27.6 27.9 28.4  

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 単位：人、％） 

 

３．高齢化率が上昇することが予想 

関連データ 2020 2025 2030 2035 2040 傾向・見通し 

高齢化率の将来推計 

古賀市 26.9 28.8 29.8 30.6 32.5 
高齢化率は全国平均及び福岡県平均より低い値となっているが、

年々上昇しており、今後も上昇することが予想される。 
全国 28.9 30.0 31.2 32.8 35.3 

福岡県 28.4 29.6 30.5 31.6 33.7 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 単位：％） 

 

４．100歳以上の人口も年々増加 

関連データ H12 H17 H22 H27 傾向・見通し 

全国 

男性 2,027 3,760 5,851 8,395 

全国的に男女ともに 100 歳以上の人口は増加しており、古賀市にお

いても 100 歳以上の人口は増加している。 

女性 10,229 21,593 38,031 53,488 

男女計 12,256 25,353 43,882 61,883 

古賀市 

男性 － － 5 3 

女性 7 12 15 18 

男女計 7 12 20 21 

（総務省：国勢調査 / 各年 10 月 1 日現在 / 単位：人） 
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５．国民健康保険被保険者の一人当たり医療費は年々増加し、全国平均や県平均より高い値で推移 

関連データ H26 H27 H28 H29 H30 傾向・見通し 

古賀市 350,700 371,502 377,400 388,036 402,484 
本市の国民健康保険被保険者 1 人当たり医療費は、高齢化率の上

昇に伴い年々上昇しており、全国平均、福岡県平均より高い。 
福岡県平均 357,316 370,646 371,188 375,693 382,885 

全国平均 333,461 349,697 352,839 362,159 367,989 

（健康介護課 / 単位：円） 

６．生活習慣病関連疾患が多くを占めています 

関連データ 総医療費 
生活習慣病関連疾患 精神疾患 その他 

傾向・見通し 
費用額 割合 費用額 割合 費用額 割合 

古賀市国民健康保険 

総医療費の疾患別内訳 

（平成 28 年度） 

42億 4,893万円 17億 3,906万円 40.9％ 4 億 1,618 万円 9.8％ 20億 9,368万円 49.3% 
生活習慣病関連疾患が 40.9％を占めてい

る。 

（第 2 期古賀市国民健康保険保健事業実施計画） 

関連データ 
血管を痛める疾患 がん その他 

傾向・見通し 
費用額 割合 費用額 割合 費用額 割合 

古賀市国民健康保険 

生活習慣病関連医療費の疾患別内訳 

（平成 28 年度） 

約8.0億円 45.9％ 約5.6億円 32.2％ 約3.8億円 21.9% 
「がん」や「筋骨格系」を除く約 8 億円が高血圧

や糖尿病などの生活習慣病に該当する。 

（第 2 期古賀市国民健康保険保健事業実施計画） 

７．高齢化に伴い糖尿病患者が増加 

関連データ H27 H28 H29 H30 R1 傾向・見通し 

人工透析新規患者数 6 8 4 3 0 新規の糖尿病性腎症による人工透析患者は、毎年の出現人数が少

数であるため、一概には言えないが、減少傾向にある。  糖尿病性腎症による人工透析の新規患者数 3 2 0 1 0 

(健康介護課 / 単位：人) 

関連データ H26 H31 傾向・見通し 

血管を傷める疾患医療費 

（血管を傷める疾患医療費に占める割合） 

糖尿病 約2.0億円（21.7%） 約2.1億円（26.7%） 
血管を傷める疾患のうち、「糖尿病」「脳卒中」「慢性腎臓病（透析あ

り）」の医療費割合が年々増加傾向にある。 
脳卒中 約1.1億円（11.5%） 約1.3億円（16.1%） 

慢性腎臓病（透析あり） 約1.0億円（10.8%） 約1.1億円（14.3%） 

（健康介護課）  
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８．新規認定に至った原因疾患が、認知症、骨折、筋骨格系疾患、脳血管疾患が多い 

関連データ 傾向・見通し 

要介護（支援）新規認定者の 

主治医意見書に記載されている 

生活機能低下の直接の原因となっている傷病 

（平成 31 年度） 

認知症 20.9 

認知症が最も多く、全体の 20.9%を占めている。ついで、骨折（14.7%）、筋骨格系

疾患（14.3%）、脳血管疾患（13.5%）となっている。 

骨折 14.7 

筋骨格系疾患 14.3 

脳血管疾患 13.5 

新生物（がん等） 13.2 

循環器系疾患 6.0 

糖尿病 3.9 

腎尿路生殖器疾患 3.1 

精神障がい（うつ病等） 2.3 

呼吸器系疾患（肺炎等） 1.9 

その他 6.2 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 単位：％） 

関連データ H29 H30 R1 R2 R3 傾向・見通し 

要介護（支援）認定者 

（第 2 号被保険者を含む） 
1,835 1,923 2,000 2,052 2,077 

要介護（支援）認定者は、年齢が上がるにつれ増加する傾向に

ある。今後は後期高齢者人口が増加することもあり、後期高齢者

の認定者数は増加することが予測される。 

認知症高齢者数 1,213 1,331 1,357 1,393 1,422 要介護（支援）認定者のうち、認知症高齢者の割合は増加し

ている。今後は潜在的にいると考えられる認知症高齢者を把握す

ることが必要となる。 認定者数に占める認知症高齢者の割合 66.1 69.2 67.9 67.9 68.5 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 各年 3 月末時点 / 単位：人、％） 

 

９．がんの罹患率は、本市でも年々上昇 

関連データ H27 H28 H29 H30 R1 傾向・見通し 

古賀市国保加入者 5 大がん罹患率 2.3 2.4 2.6 2.6 2.6 

日本人の 2 人に 1 人ががんになり、3 人に 1 人ががんで死亡すると言われており、

古賀市でも 5 大がんの罹患率は年々上昇しており、高齢化が影響していると思わ

れる。 

（健康介護課 / 単位：％） 
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１０．予防接種 

関連データ H27 H28 H29 H30 R1 傾向・見通し 

麻しん・風しん(ＭＲ接種率） 

第 1 期 

古賀市 93.4 86.7 99.6 102.7 91.1 H30 年度は、福岡県全体の接種率が 101.0%と全国第 1 位であった。 

R1 年度は、年度末において新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う外出自粛

で接種を控えた人がいたことが接種率減の原因と考える。 全国 96.2 97.2 96.0 98.5 － 

麻しん・風しん(ＭＲ接種率） 

第 2 期 

古賀市 93.5 94.4 94.1 95.4 95.3 抗体を 99％獲得するには 2 回接種が必要であるが、乳児期に接種する第 1 期か

ら間隔をあけての第 2 期の接種となるため、接種率が下がる傾向にある。 全国 92.9 93.1 92.9 94.6 － 

（健康介護課 / 単位：％） 

 

１１．全国的に感染症の罹患者数は減少 

関連データ 区分 H21 H24 H27 H30 傾向・見通し 

結核罹患者数 

福岡県 1,102 1,261 1,057 919 結核の患者数及び罹患率（人口あたりの新規結核患者数）は順調に減少しているものの、今

でも年間 15,000 人以上の新しい患者が発生し、約 2,000 人が命を落としている日本の主要

な感染症である。 

風しんは、H23 年から海外で感染して帰国後発症する輸入例が散見されるようになり H26 年

から H29 年にかけては、H23 年以前の水準に落ち着いていたものの、H30 年には患者数が増

加している。 

麻しんは、H20 年より 5 年間、中高生に麻しんワクチン接種を受ける機会を設けたことで H21

年以降 10～20 代の患者数は激減している。毎年春から初夏にかけて流行が見られていたが、

H27 年以降は、海外からの輸入例と輸入例からの感染事例のみを認める状況となっている。 

全国 26,996 29,317 24,523 22,448 

風しん罹患者数 

福岡県 22 39 9 167 

全国 147 2,386 163 2,941 

麻しん罹患者数 

福岡県 26 0 1 20 

全国 732 283 35 279 

（国立感染症研究所 感染症動向調査 / 単位：人） 
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第3章 分野別の現状と課題：高齢者福祉 

本市の高齢化率は、全国平均や福岡県平均より低いものの年々上昇₁しており、2045 年頃まで上昇し続け、75 歳以上の後期高齢者の増加₂に伴う一人暮らし高齢者や高齢者夫

婦世帯₃、医療・介護サービスが必要な要介護（支援）認定者の増加₄も見込まれます。 

多くの高齢者は、介護が必要になっても自宅で暮らすことを望んでいます₅。住み慣れた地域で人生の最期まで自分らしい生活を送るためには地域の支え合いや助け合いが必要だと考

えている高齢者が多くいる₆一方で、そのような支え合いや助け合いがないと感じている人も少なくありません₇。本市では、自宅でできる介護予防として「家トレ」、運動や音楽を通じた介護

予防として「いきいきボールンピック」や「活き生き音楽交流会」などの活動を推進してきました。今後は、高齢者自身が身近な地域での健康づくり活動や介護予防活動に参加するだけでな

く、豊かな知識や経験を活かして地域の担い手となるなど、地域住民や各種団体が互いに連携、協力して支え合い活動を充実させ、地域の課題解決に繋げていくことが必要です。 

高齢者が増加し続けるなか、老々介護や介護の担い手不足、介護者の負担の増加などの課題が深刻化していくとともに、生活困窮や 80 代の親が 50 代の子どもの生活を支える

8050 問題などの世帯の複雑化・多様化した問題も顕在化していくものと考えられ、分野を超えて関係機関が連携し、支援していく必要があります。認知症高齢者の大幅な増加₈も懸念

されるなか、本市では市内の全小中学校や企業、地域で認知症サポーター養成講座の開催などに取り組んでおり、今後も認知症に対するさらなる理解促進や認知症の人とその家族を

支える仕組みづくりが重要となります。 

 

１．高齢化率は、全国平均や福岡県平均より低いものの年々上昇 

関連データ H28 H29 H30 R1 R2 R3(推計) 傾向・見通し 

前期高齢者人口（65-74 歳） 8,013 8,206 8,357 8,482 8,557 8,339 前期高齢者は今後減少、後期高齢者は引き続

き増加し続けることが予想される。 後期高齢者人口（75 歳以上） 5,818 6,128 6,431 6,745 7,063 7,998 

高齢化率（古賀市） 24.3 25.0 25.2 25.7 26.9 27.4 高齢化率は全国平均及び福岡県平均より低い

値となっているが、年々増加しており、今後も上昇

することが予想される。 

高齢化率（全国） 27.3 27.7 28.1 28.4 28.9  

高齢化率（福岡県） 26.2 26.4 27.6 27.9 28.4  

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 単位：人、％） 

 

関連データ 2020 2025 2030 2035 2040 傾向・見通し 

高齢化率の将来推計 

古賀市 26.9 28.8 29.8 30.6 32.5 
高齢化率は全国平均及び福岡県平均より低い値となっているが、

年々上昇しており、今後も上昇することが予想される。 
全国 28.9 30.0 31.2 32.8 35.3 

福岡県 28.4 29.6 30.5 31.6 33.7 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 単位：％）  
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２．後期高齢者の増加 

関連データ H28 H29 H30 R1 R2 R3(推計) 傾向・見通し 

前期高齢者人口（65-74 歳） 8,013 8,206 8,357 8,482 8,557 8,339 前期高齢者は今後減少、後期高齢者は引き続

き増加し続けることが予想される。 後期高齢者人口（75 歳以上） 5,818 6,128 6,431 6,745 7,063 7,998 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 各年 3 月末時点 / 単位：人） 

 

３．一人暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯 

関連データ H28 H29 H30 R1 R2 傾向・見通し 

一人暮らし高齢者世帯数と割合 
3,098 

(12.8%) 

3,278 

(13.4%) 

3,430 

(13.8％) 

3,597 

(14.1%) 

3,764 

(14.4%) 高齢者人口の増加に伴い、一人暮らし高齢者世帯及び高齢者夫婦世帯数

の割合も増加しており、今後も増加することが予測される。 
高齢者夫婦世帯数と割合 

3,214 

(13.3%) 

3,305 

(13.5%) 

3,409 

(13.7%) 

3,554 

(13.9%) 

3,675 

(14.1%) 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 各年 4 月 1 日時点 / 単位：世帯） 

 

４．要介護（支援）認定者の増加 

関連データ H29 H30 R1 R2 R3 傾向・見通し 

要介護（支援）認定者数 

（第 1 号被保険者のみ） 
1,793 1,883 1,958 2,009 2,040 

H28 年度に介護予防・日常生活支援総合事業を開始したことにより、要介護

（支援）認定を必要としない総合事業対象者が増加し、要介護（支援）認定

者は一時的に減少したものの、全体としては年々増加している。認定率は、一般的

に年齢が上がるにつれ上昇する傾向にあると言われており、今後は後期高齢者人

口の増加に伴い、認定者数は増加することが予測される。 
要介護（支援）認定率 12.4 12.6 12.7 12.8 12.7 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 各年 3 月末時点 / 単位：人、％） 
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５．多くの高齢者は、介護が必要になっても自宅で暮らすことを望んでいます 

関連データ R1 傾向・見通し 

将来、仮に介護が必要になったと

きに、どのように暮らしたいか 

家族のみに介護してもらいながら自宅で暮らしたい 10.8 

「家族のみに介護してもらいながら自宅で暮らしたい」「家族の介護に

加え、介護サービスを利用しながら自宅で暮らしたい」「介護サービスの

みを利用しながら自宅で暮らしたい」を合わせた 70.9％の人が介護が

必要になっても自宅で暮らすことを望んでいる。 

家族の介護に加え、介護サービスを利用しながら自宅で暮らしたい 45.1 

介護サービスのみを利用しながら自宅で暮らしたい 15.0 

家庭的な雰囲気の少人数で過ごす施設で暮らしたい 17.3 

入所者が多く、大規模な施設で暮らしたい 5.2 

その他 1.4 

無回答 5.2 

（古賀市：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 / 単位：％） 

 

６．地域の支え合いや助け合いが必要だと考えている高齢者が多くいる 

関連データ R1 傾向・見通し 

高齢者福祉の推進に住民同士の支えあい、た

すけあいが必要だと思うか 

とても思う 20.7 

「とても思う」「思う」を合わせた 84.0％の人が高齢者福祉の推進に住民同士の支え合い、

助け合いが必要だと回答している 

思う 63.3 

あまり思わない 11.1 

思わない 1.8 

無回答 3.1 

（古賀市：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 / 単位：％） 
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７．支え合いや助け合いがないと感じている人も少なくありません 

関連データ R1 傾向・見通し 

住んでいる地域の支えあい、たすけあいがあると

感じるか 

とても感じる 6.5 

「とても感じる」「感じる」を合わせた、地域の支え合いがあると感じている人の割合は

51.6％に留まっている。 

感じる 45.1 

あまり感じない 34.2 

感じない 11.0 

無回答 3.2 

（古賀市：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 / 単位：％） 

関連データ H27 H28 H29 H30 R1 傾向・見通し 

高齢者等の総合相談件数 919 873 1,068 1,161 1,317 

民生委員・児童委員協議会や地域活動に地域包括支援センター職員が出向い

て顔の見える関係を築いたことにより、相談件数は増加している。今後、高齢者が

増加していくなか、認知症や権利擁護等の相談件数の増加が予測される。 

（福祉課 / 単位：件） 

 

８．認知症高齢者の大幅な増加  

関連データ H29 H30 R1 R2 R3 傾向・見通し 

認知症高齢者の日常生活自立度 

Ⅱ以上の要介護（支援）認定者 
1,213 1,331 1,357 1,393 1,422 日常生活に支障を来たすような症状等がある要介護（支援）認定者は増加して

おり、要介護（支援）認定者に占める割合も増加傾向にある。要介護（支援）

認定者以外にも、潜在的な認知症高齢者がいると考えられる。 
要介護（支援）認定者数に占める 

上記認定者の割合 
66.1 69.2 67.9 67.9 68.5 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画 / 各年 3 月末時点 / 単位：人、％） 

関連データ 2020 2025 2040 傾向・見通し 

65 歳以上の人口 15,620 17,172 18,648 

高齢者の増加に伴い、認知症の高齢者も増加することが見込

まれる。認知症の有病率に年齢、性別、生活習慣病（糖尿

病）の有病率が影響することがわかっている。 
認知症高齢者数 

（推計） 

各年齢の認知症の有病率が 

一定と仮定した場合 

2,687 

（17.2％） 

3,263 

（19.0％） 

3,991 

（21.4％） 

各年齢の認知症有病率が、糖尿病有病率

の増加により上昇すると仮定した場合 

2,811 

（18.0％） 

3,537 

（20.6％） 

4,736 

（25.4％） 

（古賀市介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画・日本における認知症高齢者人口の将来推計に関する研究 / 単位：人）  
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第3章 分野別の現状と課題：障がい者福祉 

本市の身体障がい、精神障がい、知的障がいにより障がい者手帳を所持する人は増加傾向にあり、特に精神障がい者保健福祉手帳の所持者数は大幅に増加₁しています。障がいを

理由に差別を受けたり嫌な思いをする人が依然としており₂、特に知的障がいのある人や精神障がいのある人は差別を受けたと感じている人の割合が高く、障がいや障がいのある人について

の理解促進は課題となっています。 

障がい福祉サービスの利用₃や相談件数は増加₄しています。特に、発達障がいの認知や早期発見が進んだことなどから、障がい児の通所サービスの利用は大きく伸びています。また、た

ん吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な子どもの増加が見込まれ、その看護や介護を担う家族の負担軽減も必要となっています。障がいのある人が日々の暮らしのなかで直面する

課題は移り変わり、本人やその家族のニーズも変化していきますが、適切な医療や障がい福祉サービス等の支援につながっていない人や、世帯の中で、障がいだけでなく、家族の高齢化、

経済的な困窮など、複雑化・多様化した課題を抱えている₅状況もみられ、それぞれの障がいの特性や生活のしづらさに応じた支援、分野を超えた連携が必要とされています。 

障がいのあるなしに関係なく、誰もが社会を構成する一員として、社会活動に参加し、自己実現が可能な社会が求められるなか、「働く」ということは、社会参加の機会となることに加え、

自立や生活の安定にもつながります。本市では近隣自治体やさまざまな関係機関と連携し、模擬合同面接会や職場体験、事業所向けセミナーなど、障がいのある人の雇用・就労の促

進に取り組んできました。現在就労をしていない障がいのある人の中にも、就労を希望している人がおり₆、今後も障がいのある人の就労促進に向けた取組を一層進めていく必要がありま

す。 

趣味や生きがいを持ちたいと望む障がいのある人も多くいますが、余暇活動をするうえでは、一緒に活動する仲間がいないことや、活動についての情報が不足しているという課題₇もありま

す。障がいのある人が地域で生活していく上で、障がいのある人同士やその家族同士の出会いや交流は重要であり、さまざまな場面で活動に参加できる機会づくりを進める必要がありま

す。 
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１．障がい者手帳を所持する人は増加傾向にあり、特に精神障がい者保健福祉手帳の所持者数は大幅に増加 

関連データ 区分 H28 H29 H30 R1 傾向・見通し 

身体障がい者手帳 

所持者数 

0～17 歳 39 42 43 44 

身体障がい者手帳所持者数は、緩やかな増加傾向で推移しており、R1 年度は 2,087

人となっている。年齢構成では、65 歳以上が 71.8％となっている。 

18～64 歳 544 528 539 545 

65 歳～ 1,416 1,426 1,455 1,498 

合計 1,999 1,996 2,037 2,087 

療育手帳 

所持者数 

0～17 歳 131 134 139 160 
療育手帳所持者数は、増加傾向が続いており、R1 年度は 516 人で、H28 年度の 444

人から 72 人の増加となっている。また、年齢構成では、18 歳未満が 160 人で、全体の

31.0％を占めている。 

18～64 歳 293 307 324 335 

65 歳～ 20 21 22 21 

合計 444 462 485 516 

精神障がい者保健福祉手帳 

所持者数 

0～19 歳 17 18 31 29 

精神障がい者保健福祉手帳所持者数は、大幅な増加傾向が続いており、R1 年度は

615 人で、H 28 年度の 439 人から 176 人増加し、増加率は 40.0％となっている。 

20～69 歳 387 419 460 499 

70 歳～ 35 38 47 87 

合計 439 475 538 615 

（第 4 期古賀市障がい者基本計画 / 単位：人） 

 

２．障がいを理由に差別を受けたり嫌な思いをする人が依然としており 

関連データ 区分 ある 少しある ない 無回答 傾向・見通し 

障がいを理由とした 

差別・いやな思いの有無 

身体障がい者手帳所持者 11.5 11.8 66.2 10.4 障がいを理由とした差別を受けたり嫌な思いをしたことが「ある」「少しある」と

回答した人は、31.2％となっており、障がい種別ごとに見ると、身体障がい

のある人が 23.3％であるのに対し、知的障がいのある人 44.8％、精神障

がいのある人 47.0％となっている。 

療育手帳所持者 27.7 17.1 41.9 13.2 

精神障がい者保健福祉手帳所持者 25.6 21.4 45.0 8.0 

合計 16.2 15.0 59.2 9.7 

（第 4 期古賀市障がい者基本計画（令和元年度アンケート調査） / 単位：％） 
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３．障がい福祉サービスの利用    （時間：月間のサービス提供時間 ・ 人：月間の利用人数（実人数） ・ 人日：月間の利用人数（実人数）×１人１月あたりの平均利用日数） 

サービス種別 H28 H29 H30 R1 

訪問系 

居宅介護 49 人(558.5 時間) 44 人(549 時間) 47 人(577.75 時間) 48 人(628.5 時間) 

重度訪問介護 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 

同行援護 7 人(10 時間) 6 人(92 時間) 7 人(77 時間) 7 人(80 時間) 

行動援護 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 

重度障がい者等包括支援 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 0 人(0 時間) 

日中活動系 

福祉型短期入所 23 人(92 人日) 22 人(93 人日) 23 人(88 人日) 32 人(129 人日) 

医療型短期入所 3 人(15 人日) 2 人(9 人日) 3 人(14 人日) 2 人(6 人日) 

療養介護 12 人 12 人 12 人 12 人 

生活介護 105 人(2,123 人日) 104 人(2,105 人日) 109 人(2,140 人日) 113 人(2,152 人日) 

施設系 施設入所支援 62 人 64 人 66 人 64 人 

居住支援系 

自立生活援助 - - 3 人 3 人 

（うち、精神障がい者の自立生活援助） - - 3 人 3 人 

共同生活援助 39 人 46 人 48 人 47 人 

（うち、精神障がい者の共同生活援助） 11 人 17 人 18 人 16 人 

訓練系・ 

就労系 

自立訓練（機能訓練） 2 人(32 人日) 3 人(62 人日)  2 人(43 人日)  2 人(28 人日)  

自立訓練（生活訓練） 4 人(84 人日)  0 人(0 人日)  3 人(50 人日)  2 人(29 人日)  

就労移行支援 32 人(547 人日) 33 人(597 人日)  33 人(599 人日)  37 人(570 人日)  

就労継続支援（A 型） 44 人(886 人日)  44 人(912 人日)  51 人(1,032 人日)  45 人(870 人日)  

就労継続支援（B 型） 96 人(1,829 人日) 102 人(1,842 人日)  107 人(1,890 人日)  117 人(1,973 人日)  

就労定着支援 - - 6 人 13 人 

相談支援系 

計画相談支援 345 人 346 人 383 人 394 人 

地域相談支援（地域移行支援） 0 人 0 人 0 人 0 人 

（うち、精神障がい者の地域相談支援（地域移行支援））  0 人 0 人 0 人 0 人 

地域相談支援（地域定着支援） 0 人 0 人 0 人 0 人 

（うち、精神障がい者の地域相談支援（地域定着支援））  0 人 0 人 0 人 0 人 
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サービス種別 H28 H29 H30 R1 

障がい児 

通所系 

児童発達支援 44 人(279 人日) 37 人(298 人日)  42 人(264 人日)  47 人(365 人日)  

医療型児童発達支援 0 人(0 人日)  0 人(0 人日) 0 人(0 人日) 0 人(0 人日) 

放課後等デイサービス 83 人(861 人日) 121 人(1,272 人日) 133 人(1,327 人日) 158 人(1,551 人日) 

障がい児 

訪問系 

居宅訪問型児童発達支援 - - 0 人(0 人日) 0 人(0 人日) 

保育所等訪問支援 1 人(1 人日)  1 人(1 人日)  10 人(10 人日)  20 人(20 人日)  

障がい児 

入所支援 

福祉型児童入所支援 0 人 0 人 0 人 0 人 

医療型児童入所支援 0 人 0 人 0 人 0 人 

障がい児 

相談支援 
障がい児相談支援 136 人 162 人 170 人 183 人 

（福祉課 / 各年度 3 月末時点） 

 

４．相談件数は増加 

関連データ H28 H29 H30 R1 傾向・見通し 

一般相談件数（延べ） 3,068  2,316  2,413  2,890  
H 29 年度から相談件数は増加しており、今後も増加傾向が見込まれる。精神障がいのある人の増加に伴

い、繰り返し相談される人が多くなることも見込まれ、相談件数にも影響すると思われる。 

（福祉課 / 単位：件） 
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５．複雑化・多様化した課題を抱えている 

関連データ 回答 傾向・見通し 

障がいのある人が 

抱える悩み 

身体機能の低下のこと 39.0 

「身体機能の低下のこと」「医療やリハビリのこと」以外では、「経済的なこと」に関する悩みが最も多く、次いで「家

族や家庭生活のこと」「働くこと」「趣味や生きがいをもつこと」の順で多くなっている。住まいや相談相手に関する

悩みを持つ人も少なくない。 

経済的なこと 29.6 

医療やリハビリのこと 20.3 

家族や家庭生活のこと 18.4 

働くこと 14.8 

趣味や生きがいをもつこと 12.7 

障がい福祉サービスのこと 11.9 

住まいのこと 11.3 

友達や相談相手を持つこと 11.0 

必要な情報を得ること 10.4 

教育・学習のこと 5.1 

結婚のこと 4.5 

現在特に悩みはない 21.1 

（第 4 期古賀市障がい者基本計画（令和元年度アンケート調査） / 単位：％） 

６．現在就労をしていない障がいのある人の中にも、就労を希望している人がおり 

関連データ  0～17 歳 18～64 歳 65 歳以上 傾向・見通し 

収入を得る仕事をしているか 

作業所などに通っている（就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型、就労移行支援） 0.0 17.9 0.5 

一般的な就労年齢である 18 歳から

65 歳未満までの障がいのある人のう

ち、福祉的就労を含めると 53.0％の

人が就労している。収入を得る仕事

をしていない人（45.4％）のうち

37.6％、また、18 歳未満の人うち

77.6％が今後収入を得る仕事をし

たいと回答している。 

企業などで働いている 0.0  31.4 8.7 

自営業、農林水産業などの仕事をしている 0.0  2.7 5.5 

その他 1.3 1.0 1.1 

働いていない 96.2 45.4 77.2 

無回答 2.5 1.6 6.9 

収入を得る仕事をしていない

人のうち、今後収入を得る仕

事をしたいか 

仕事をしたい 77.6 37.6 8.7 

仕事はしたくない 2.6 8.1 24.7 

仕事ができない 14.5 48.4 52.9 

無回答 5.3 5.9 13.7 

（第 4 期古賀市障がい者基本計画（令和元年度アンケート調査） / 単位：％） 
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７．一緒に活動する仲間がいないことや、活動についての情報が不足しているという課題もあります 

関連データ 回答 傾向・見通し 

余暇活動等の参加のさまたげ 

健康や体力に自信がない 29.7 

余暇活動等に参加するときのさまたげとして、「一緒に活動する友人・仲間がいない」と

回答した人が 18.6％、「どのような活動が行われているのか知らない」と回答した人が

17.3％、「気軽に参加できる活動が少ない」「参加したくなるようなものがない」と回答し

た人がそれぞれ 13.3％、13.1％となっている。また、現在の悩みとして「趣味や生きがい

をもつこと」と回答した人は 12.7％となっている。 

一緒に活動する友人・仲間がいない 18.6 

どのような活動が行われているのか知らない 17.3 

コミュニケーションが難しい 17.3 

気軽に参加できる活動が少ない 13.3 

参加したくなるようなものがない 13.1 

費用がかかる 10.8 

活動場所が近くにない、移動手段がない 9.8 

家族・仕事などとの都合が難しい 7.3 

過去に参加したが期待はずれだった 3.2 

参加したいが誘ってもらえない 3.0 

参加できる活動が少ない - 

さまたげは特にない 18.9 

参加しようとは思わない 10.3 

障がいのある人が抱える悩み 

身体機能の低下のこと 39.0 

経済的なこと 29.6 

医療やリハビリのこと 20.3 

家族や家庭生活のこと 18.4 

働くこと 14.8 

趣味や生きがいをもつこと 12.7 

障がい福祉サービスのこと 11.9 

住まいのこと 11.3 

友達や相談相手を持つこと 11.0 

必要な情報を得ること 10.4 

教育・学習のこと 5.1 

結婚のこと 4.5 

現在特に悩みはない 21.1 

（第 4 期古賀市障がい者基本計画（令和元年度アンケート調査） / 単位：％）  
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第3章 分野別の現状と課題：地域福祉・自立支援 

少子高齢化の進行₁や核家族・単身世帯の増加₂などを背景に、地域とのつながりが希薄化していると感じている人₃や、生活する上での困りごとを抱えている人が増えており、ひきこもり

や 8050 問題など、社会的に孤立し支援につながらないまま、高齢の親の介護サービス利用をきっかけに問題が顕在化することもあります。 

育児や介護の悩み、失業、借金、生活困窮等、市民が抱える課題は複雑化・多様化しており、従来の子育て、障がい、介護といった分野別の支援体制では対応が困難になっていま

す。また、これらの課題を抱える市民が、誰にも相談できず社会的に孤立し、必要な公的支援・福祉サービスを受けることができず、精神疾患を抱えたり自殺に追い込まれたりすることもあり

ます₄。 

高齢者のみの世帯の増加₅に伴い、普段の生活の中でごみ出しや買い物などに困りごとを抱える世帯が増加しています。また、民生委員・児童委員をはじめ地域を支える担い手の確保

₆も課題となっています。複雑化・多様化するニーズに対応するためには、支え手・受け手という関係を超えて、地域住民がそれぞれの役割を持ち、自助、互助、共助、公助により連動しな

がら、ともに支え合うことのできる地域社会の実現が求められています。 

景気動向や社会情勢の変化による失業、高齢、病気、障がいなどによる就労困難、無年金・低年金などが原因で経済的に困窮する世帯₇の中には、利用できる制度を知らないまま問

題が進行してしまうケースもあるため、早い段階で必要な支援につなぐことが重要です。また、就労による自立を望む市民が、就職のための情報提供を受け、就労に必要な知識を習得し

能力を向上させることができるよう、支援が必要です。特に子どものいる家庭については、子どもの将来が、生まれ育った環境で左右されることがないよう、世代を超えた貧困の連鎖を断つこ

とが求められています。 

 

１．少子高齢化の進行 

関連データ H12 H17 H22 H27  傾向・見通し 

古賀市 

年少人口   （14 歳以下） 17.4 15.2 14.6 14.3 

年少人口、生産年齢人口の割合は減少し続けており、全国に比べると低いもの

の老齢人口の割合は増加している。 

（年齢不詳があるため、合計が 100 にならない場合がある。） 

生産年齢人口（15~64 歳） 68.8 68.3 66.1 61.2 

老年人口   （65 歳以上） 13.6 16.5 19.2 24.4 

全国 

年少人口   （14 歳以下） 14.6 13.7 13.2 12.6 

生産年齢人口（15~64 歳） 67.9 65.8 63.8 60.7 

老年人口   （65 歳以上） 17.3 20.1 23.0 26.6 

 (総務省：国勢調査 / 単位：％) 
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年齢 3 区分別人口割合の推計 

関連データ 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 

年少人口   （14 歳以下） 13.9 13.4 13.2 12.9 12.7 12.6 12.4 12.3 12.3 

生産年齢人口（15~64 歳） 59.1 57.8 57.0 56.5 54.8 53.7 53.2 52.8 52.8 

老年人口   （65 歳以上） 26.9 28.8 29.8 30.6 32.5 33.7 34.4 34.9 35.0 

（経営戦略課：第 2 期古賀市人口ビジョン / 単位：％） 

 

２．核家族・単身世帯の増加 

世帯数（構成割合） 

年次 世帯総数 核家族世帯 核家族以外の世帯 非親族世帯 単独世帯 (再掲）3 世代世帯 

H12 18,472 12,732 (68.9%) 2,111 (11.4%) 50 ( 0.3%) 3,579 (19.4%) 1,624 ( 8.8%) 

H17 19,745 13,243 (67.1%) 2,049 (10.4%) 104 ( 0.5%) 4,349 (22.0%) 1,509 ( 7.6%) 

H22 21,494 14,271 (66.4%) 1,950 ( 9.1%) 189 ( 0.9%) 5,075 (23.6%) 1,403 ( 6.5%) 

H27 22,289 14,510 (65.1%) 1,808 ( 8.1%) 184 ( 0.8%) 5,785 (26.0%) 1,292 ( 5.8%) 

(総務省：国勢調査 / 単位：％) 

 

３．地域とのつながりが希薄化していると感じている人 

関連データ H16 H25 H30 傾向・見通し 

古賀市の自治会加入率 88.3 83.7 76.3 本市の自治会加入率は減少傾向にあり、自治会活動に参加しない市民も増加していると予想される。 

（古賀市自治会に関するアンケート調査結果 / 単位：％） 
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関連データ 区分 
H22 H26 R1 

傾向・見通し 
付き合っている 付き合っていない わからない 付き合っている 付き合っていない わからない 付き合っている 付き合っていない わからない 

現在の地域での 

付き合いの程度 

18～19 歳   －   －   －   －   －   － 
32.7 66.2 1.1 

H22 年と R1 年を比較すると、付き合っ

ていないと回答している人はいずれの年

代も増加しており、今後も増加していく

ことが予想される。 

20～29 歳 38.0 61.8 0.2 38.0 61.0 0.9 

30～39 歳 60.1 39.8 0.1 52.7 46.1 1.3 52.0 47.4 0.5 

40～49 歳 66.3 33.6 0.1 58.6 40.8 0.5 58.8 41.0 0.2 

50～59 歳 72.0 27.9 0.1 68.5 31.2 0.3 65.6 34.1 0.3 

60～69 歳 78.2 21.8 0.0 76.0 23.4 0.6 74.2 25.6 0.2 

70 歳以上 79.7 20.1 0.2 85.0 11.4 3.6 77.5 22.4 0.1 

（内閣府：社会意識に関する世論調査 / 単位：％） 

 

４．自殺に追い込まれたりすることもあります 

年次 
自殺者数 

（古賀市） 

年齢別 原因・動機別 

20 歳
未満 

20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-79 
80 歳
以上 

不詳 家庭 健康 
経済 
生活 

勤務 男女 学校 その他 不詳 

H28 3 － － 1 － 1 1 － － － － － 1 － － － － 2 

H29 9 － － 1 1 1 3 1 2 － 2 5 1 1 － － － 3 

H30 8 － 1 1 2 1 1 2 － － 1 3 2 2 － － － 2 

R1 10 － 1 1 2 4 1 1 － － 2 5 － 2 2 － － 2 

R2 8 1 2 3 － 1 － － 1 － 1 5 － 1 1 － － 2 

（厚生労働省 / 単位：人） 

 

５．高齢者のみの世帯の増加 

関連データ H28 H29 H30 R1 R2  傾向・見通し 

全世帯に占める高齢者のみの世帯の割合 26.7 27.4 28.1 28.7 29.2 
高齢者人口の増加に伴い、一人暮らし高齢者世帯及び高齢者夫婦世帯の割合が

増加しており、今後も増加することが予測される。 

（住民基本台帳 / 単位：％） 
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６．民生委員・児童委員をはじめ地域を支える担い手の確保 

関連データ H28 H29 H30 R1 R2 傾向・見通し 

民生委員・児童委員数 75 76 73 73 78 

現在も民生委員・児童委員が定数を満たしておらず、中には後任が見つからず長年続けてい

る場合もある。今後も担い手不足により、定数を満たせないことが懸念される。 
委員定数充足率 97.4 98.7 94.8 91.2 97.5 

平均年齢 66.2 67.1 68.0 67.6 68.5 

（福祉課 / 各年 12 月 1 日時点 / 単位：人、％、歳） 

 

７．経済的に困窮する世帯 

関連データ H28 H29 H30 R1 R2 傾向・見通し 

生活困窮者自立相談支援新規相談件数 114 109 126 138 496 

年２回の市民周知により、制度の認知度が向上したこと、関係機関との連携協議により複合

的な問題を抱えている場合のつなぎが機能したことが考えられる。 

R2年度は新型コロナウイルス感染症の影響で相談件数が急増している。 

（福祉課 / 単位：件） 

関連データ H27 H28 H29 H30 R1 傾向・見通し 

生活保護受給率 1.24 1.22 1.20 1.19 1.16 
景気の上昇により微減傾向にある。今後は新型コロナウイルス感染症の影響によ

る失業者増等により増加に転じる可能性がある。 

生活保護世帯 

構成比 

高齢世帯 49.4 52.1 53.9 54.5 54.8 高齢化の進展等により増加傾向にある。 

母子世帯 8.5 8.3 8.3 8.3 7.8 上下はあるが、横ばい～微減傾向にある。 

障がい者世帯 11.8 10.8 10.5 11.4 12.1 横ばい傾向にある。 

傷病者世帯 15.0 13.4 11.5 11.0 11.7 減少傾向にある。 

その他世帯 15.2 15.4 15.8 14.8 13.7 
減少傾向にある。今後は新型コロナウイルス感染症の影響による失業者

増等により増加に転じる可能性がある。 

(福祉課 / 単位：％) 


